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道路整備の中期ビジョン（案）
の骨子について

国土交通省 道路局

国土交通省 都市・地域整備局

資料３－１
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１．中期ビジョンの基本的な考え方

既存ストックを最大限活用しつつ、真に必要な道路整備を推進

道路行政が進めるべき施策を国民に対して明らかにし、その重
要性に関する認識を共有することが不可欠

中期的な（概ね１０年間の）整備目標とその達成に必要な事業量・

事業費を「道路整備の中期ビジョン」として整理

① 「簡素で効率的な政府」の実現を目指し、行政全般にわたる大きな変革の流れ。

② 国際競争力の強化、少子・高齢社会への対応などが求められている中、道路はわが国

の社会・経済・生活を支える基幹的な社会インフラであるものの、交通渋滞、交通事故、
沿道を含めた道路空間の再生など多くの課題。

③ 道路行政そのものも、納税者・受益者である国民の視点に立ち、道路行政の原点に
帰った見直しが必要。

④ 今後は、スピード感をもった道路行政へと転換し、整備目標を明確にした上で、時間軸を

意識した計画的な道路整備が求められる。その際、厳格な事業評価や徹底したコスト縮
減により重点化、効率化を図る。
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少子高齢化社会の進展

老朽化する道路資産の修繕・更新費用が
長期的に増大

地球温暖化が深刻化する中、
京都議定書のCO2削減目標

達成への対応

我が国が直面している
社会情勢

２．現状と課題

年間約12兆円に及ぶ渋滞損失

依然6千人を超える交通事故死者数

災害時における代替路の未整備

道路の課題

今後、概ね10年間が戦略的に投資を行うために残された重要な期間

我が国が直面している社会情勢や、道路の課題を踏まえると、限られた期間
に多くの課題に対応する必要がある

・
・
・

開かずの踏切等で抜本対策が必要な
緊急対策踏切が約1,400箇所存在

東アジア諸国の経済規模は、
将来日本にほぼ匹敵する状況
になる中での国際競争力の強化
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３．中期的に実施すべき施策

Ⅰ．供用中道路の維持・修繕・更新

Ⅱ．供用中道路の防災・安全の確保

Ⅲ．道路交通の円滑化

Ⅳ．都市と地域の活性化

Ⅴ．環境の保全

①緊急輸送道路等の防震災対策
②交通事故対策と安全快適な歩行空間の構築

①我が国の経済と国民生活を支える高速定時サービスの提供
②日常生活に必要な移動の確保
③美しい景観の保全・創造

①地球温暖化防止
②沿道環境の保全

道路を巡る様々な問題の対応にあたり、中期的な整備目標を設定し、
以下の施策を実施

・既存ストックの延命化 等

・三大都市圏環状道路の整備
・交差点など渋滞が頻繁に発生する主要渋滞ポイントの対策 等
・開かずの踏切等の抜本対策
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○兆円

４．中期ビジョンの概要

社会資本整備審議会

自治体等

の意向反映

圏央道内側の
渋滞ポイント
ほぼすべてを
緩和・解消

等

各施策毎の整備目標 目標達成に必要な事業 必要な事業費

※道路交通円滑化の場合
国民の意見の反映

地域別の具体的な目標、個別事業箇所、事業費、効果

社会状況の変化（地球環境、少子高齢化等）

道路行政における課題（交通渋滞、交通事故等）

効果

自治体等の意向反映

渋滞緩和・解消効果
約１．１兆円

約５兆円
首都圏

三環状道路

の整備

等

中
期
ビ
ジ
ョ
ン
（案
）

中
期
ビ
ジ
ョ
ン

中期ビジョン（案）に国民の意見等を反映し、中期ビジョンを策定

（数字は精査中）
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５．中期的に実施すべき各施策の整備目標・事業量（イメージ）

（数字は精査中）

・誰もが安心して移動できる生活環境を構築するため、利用者数 5,000人/日

以上の駅等の周辺道路や病院など主要な公共施設周辺について約5,100km
のバリアフリー化を実施し、高齢者、身障者をはじめとした歩行者の移動を円
滑化

・平均利用者数5,000人/日以上の主要駅周辺

に限っても、主要道路のバリアフリー化率は約
３割

・交通事故死者数5,000人以下、死傷者数100万人以下の目標を達成するた
め、学童通行量100人以上かつ自動車交通量の多い通学路等について、約
○○kmの歩道を整備。また、幹線道路において、繰り返し事故が発生してい
る重大事故多発箇所（死傷事故率が４倍以上等）約○○箇所の対策を実施し、
世界一安全な道路環境を実現

・歩行者等が安全に渡れる踏切とするため、歩道が狭隘な踏切や開かずの
踏切の緊急対策が必要な踏切について速効対策約1,300箇所を完了

・死傷者数年間116万人
・交通量の多い幹線道路の通学路でも、歩道設
置は道半ば

②
交通事故
対策と安

全快適な
歩行空間
の構築

・安全・安心な市街地形成のため、消防活動が困難な区域のうち、道路面積
率が特に低い等、特に整備の必要性が高い区域（約１万ha）について面的整
備の対策を概成

・消防困難な密集市街地約１５万haのうち、特
に道路面積率が低く、かつ老朽家屋が多い地
区等約1万haが存在

・災害時等において、救護物資輸送の途絶を防ぐため、緊急輸送道路等につ
いて、耐震補強、斜面対策、雪崩対策等の要対策箇所全箇所約５万箇所の

対策を実施

・全道路約120万kmのうち、災害緊急時の救
護・物資運搬を確保するための緊急輸送道路

約9万kmについて、橋梁の耐震補強は約５割が
未対策

①

緊急輸送
路等の防
震災対策

Ⅱ
供
用

中
道
路
の

防
災
・
安

全
の
確
保

・日常生活を支える生活空間を保全するよう既存道路の健全な状態を確保す
るため、修繕・更新についてはライフサイクルコストが最小となるよう、適切な
時期に必要な修繕を実施し、既存橋梁等の延命化とライフサイクルコストを削

減。また、維持作業については可能な限りコストを縮減しつつ実施。

・高度成長期に作られた多くの道路ストックが、
今後急速に高齢化

Ⅰ
供用中道路の
維持・修繕・更

新

整備目標・事業量課題施策名
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（数字は精査中）

・県庁所在地等の主要都市を相互に結び、国民生活と経済活動を効率化、ま
た、地方の人口集積地をネットワークに接続し、高速定時サービスが利用可能

な範囲を拡大、さらに事故・災害や渋滞に対して高速定時サービスの信頼性を
高めるために、以下の施策を実施

○高規格幹線道路○○㎞を整備し、高規格幹線道路網の○％を完成

○地域高規格道路○○㎞を整備

○高規格幹線道路ICに接続する道路約○○kmを整備

・国際競争力を高めるため、規格の高い道路網で接続された拠点的な空港・港

湾の割合を６６％から８０％に向上させる。

・隣接する県庁所在地間も、規格の高い道路
で十分には連絡されていない

・少子高齢化・人口減少により、地方が深刻
な状況に。地域社会を支えるため、医療、買
い物等のサービスを広域的に共有できる連
携・交流基盤が必要

・拠点的な都市間において事故・災害などに
よる機能停止が生じれば、経済・国民生活に
重大な影響
・交通需要の多い区間では、渋滞による機能

低下が発生
・中国をはじめアジアの経済成長は著しく、グ
ローバル競争は激化
・アジア諸国との経済的な連携の下に国内経

済に活力を与える基盤整備が必要

①
我が国の
経済と国民
生活を支え

る高速定
時サービス
の提供

Ⅳ
都
市

と
地
域
の

活
性
化

・渋滞を解消し、国民の移動時間の短縮や、経済活動の効率化を図るため、
以下の施策を実施することで、渋滞緩和・解消効果約３．８兆円

○渋滞損失時間が集中する三大都市圏において高規格な環状道路約
600kmを整備

○交差点など渋滞が頻繁に発生する主要渋滞ポイント約2,200箇所について

地方都市の環状道路整備・バイパス、交差点改良等を実施

利用者の利便性向上に資するＥＴＣの普及促進を実施

道路交通情報を提供して円滑な交通を確保するＶＩＣＳの整備

○開かずの踏切など抜本対策が必要な緊急対策踏切約1,400箇所について、
大都市の連担している踏切等約600箇所の抜本対策を実施

・年間渋滞損失は約１２兆円
・都道府県庁所在地に全国の渋滞損失時間
の8割が集中
・主要渋滞ポイントは約2,200箇所

・開かずの踏切など緊急対策の必要な踏切
が約1,400箇所存在

Ⅲ
道路交通の円
滑化

整備目標・事業量課題施策名

５．中期的に実施すべき各施策の整備目標・事業量（イメージ）
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（数字は精査中）

・主要都市における「まちの顔」となる道路、歴史的街並みを保存すべき

地区など、世界に誇れる日本の観光エリアの景観を向上するため、無電
柱化約5,700kmを推進し、観光立国実現へ貢献

・無電柱化率は東京２３区でも１割以下で海外に

比べ立ち後れ
③
美しい景観

の保全・創
造

・地域固有の景観、自然、歴史、文化、レクリエーション資源を有効に活用

した美しく味わいのある道づくりを目指すため、日本風景街道（シーニッ
ク・バイウェイ・ジャパン）を促進。また、住民や地域の方々との協働により、
訪れる人と迎える地域の豊かな交流による地域コミュニケーションを再生

・これまでの日本における道路は、単にモノ・人を

運ぶ機能を有する「道具」として整備

・近年「幅広い機能を有する道路空間への転換」
や「沿道との一体的な連携」が求められている

・日常生活を営む上で必要不可欠な移動を確保するため、地域の幹線道
路ネットワーク約28万kmについて、未改良区間約7万kmが存在し、このう
ち著しく隘路となっている区間約5,000kmを整備することで、すれ違い困
難箇所等を概ね解消

・合併市町村の一体化について、合併市町村の中心部と旧市町村の連

絡や公共公益施設等の共同利用を促進する道路整備を重点的に支援・
地域の暮らし、産業にとって重要な拠点を支えるため、公共公益施設等
の地域重要拠点へのアクセス道路について、約1,600箇所を整備し、日常
生活に必要な地域公共施設の利用を可能に

・地域の幹線道路では、未だにすれ違い困難区
間や、著しい急勾配・急カーブ等が存在し、

・日常生活の移動や救急活動に支障、特に地方
部では日常生活を自動車交通に依存

・平成の大合併により、市町村数が大幅に減少
交流増加、公共施設の統合等に対応した道路網

の再編が必要

・病院、廃棄物処理施設、工業団地など、地域に

とっての重要拠点の整備に伴い、幹線道路まで
のアクセス道路は必要不可欠

②

日常生活
に必要な移
動の確保

Ⅳ
都

市
と
地
域

の
活
性
化

整備目標・事業量課題施策名

５．中期的に実施すべき各施策の整備目標・事業量（イメージ）
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５．中期的に実施すべき各施策の整備目標・事業量（イメージ）

（数字は精査中）

・大気質に関して、環境基準を概ね達成させる

ＮＯ2環境基準達成率：（Ｈ16年度） 89％ → 概ね100％
ＳＰＭ環境基準達成率：（Ｈ16年度） 96％ → 概ね100％
・騒音に関して、直轄国道沿道の夜間騒音要請限度達成率を向上させる

夜間騒音要請限度達成率：（H16年度） 68％ → 概ね90％
・夜間騒音要請限度や大気環境基準を超過している区間について、交通
流を分散する環状道路やバイパス約1,200kmを整備。また、直轄国道
の夜間騒音要請限度を超過している区間について低騒音舗装約
4,500kmを敷設し、遮音壁約100kmを設置することで、沿道環境を改善
し、良好な生活環境を実現

・全国的には改善傾向にあるが、三大都市圏

を中心に環境基準未達成箇所が残存

・全国的に厳しい状況であり、直轄国道沿道

の要請限度（夜間70dB）の達成率は全国で
６８％、大都市圏では６４％②

沿道環境
の保全

・2010年までに約800万ｔのＣＯ2を削減するとともに、引き続きその削減
を促進するため、以下の施策を実施することで、地球温暖化防止に向
けてＣＯ２排出削減目標（2008年から2012年の間に、1990年比－6％）
達成に貢献 等

○道路交通を円滑化

○高規格幹線道路、地域高規格道路約3,800kmを整備
○エコドライブの普及や、公共交通機関の利用促進等

・運輸部門でのＣＯ2排出量削減のためには、
大きなウエイトを占める自動車からの排出量
削減対策が急務

・道路整備により走行速度が向上すれば、

CO2排出量が減少

①
地球温暖
化防止

Ⅴ
環
境

の
保
全

整備目標・事業量課題施策名
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道路投資1兆円の効果
（2006年度に1兆円の投資）

（備考） 各経済効果は、マクロ経済モデルEMERLISによる。なお、これは全国モデルのため、地域ごとのインプット、アウトプットは算出していない。
道路投資1兆円による道路延長の増加は、高速道路 38.0km、一般道路 71.3kmと仮定。なお、それぞれ投資の翌年度に供用すると仮定。

数字は精査中

10年間の効果（2006～2015年度）

フロー効果 道路投資を行う際の景気浮揚効果（用地補償費（1,800億円）の効果を除く。）

ＧＤＰの増加

約1.2兆円
家計可処分所得の増加

約6,300億円
（人口1人当たり約5,000円）

民間消費の増加

約4,200億円
民間設備投資の増加

約2,600億円
税収の増加

約2,600億円

ストック効果 交通利便性の向上がもたらす経済波及効果（道路ストックがある限り発現し続ける効果）

ＧＤＰの増加

約1.3兆円
家計可処分所得の増加

約7,000億円
（人口1人当たり約5,000円）

民間消費の増加

約7,400億円
民間設備投資の増加

約6,800億円
税収の増加

約2,900億円

ＧＤＰの増加

約2.5兆円
家計可処分所得の増加

約1.3兆円
（人口1人当たり約1万円）

民間消費の増加

約1.2兆円
民間設備投資の増加

約9,500億円
税収の増加

約5,500億円

20年間の効果（2006～2025年度）

ＧＤＰの増加

約4兆円
家計可処分所得の増加

約2.1兆円
（人口1人当たり約1.7万円）

民間消費の増加

約2.1兆円
民間設備投資の増加

約1.7兆円
税収の増加

約8,800億円

10年間合計

６．道路投資の経済効果
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７．道路施策の進め方

① 説明責任の向上

・各個別事業の投資判断に当たっては、厳格な事業評価を徹底することとし、
より多様な便益要素を評価対象に取り入れ、的確な分析と説明に努める。

・構想段階から管理に至るまでのＰＩプロセスを推進する。

② コストダウンとスピードアップ

・調達方法の改善、新技術の開発、新たな技術を活用した計画や工程の見直
しなど、一層のコスト縮減に努める。
・各個別事業の供用目標をできるだけ明示し、早期供用を目指した時間管理

に努める。

③ 多様なパートナーシップ

・各施策を進めるにあたっては、行政機関の連携や官民の境界を越えた取組
みを積極的に進めることで、より利用者ニーズに合った展開を目指す。

・また、より広い分野において市民団体等との間で、「対話と協働」、「参加と責
任」による施策の推進を図る。


